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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  動力学的に排気可能で、且つ電気的に作動する装置であって、
  一貫して排気可能な領域、及び
  一貫して排気可能な領域によって、周囲温度からの熱が遮断される、温度調節可能な利
用領域、及び
  装置の一貫して排気可能な領域が、常に特定の圧力範囲内にあるように真空状態を積極
的に維持する手段、
  を有し、
  一貫して排気可能な領域が、装置内に占められている多孔性及び／又はセル状の断熱材
の全体積の少なくとも２０体積％の該断熱材を含有し、
　一貫して排気可能な領域は、少なくとも１つの有機エーロゲル及び／又は有機キセロゲ
ルを含み、
　前記有機エーロゲル又はキセロゲルが、イソシアネート、及びイソシアネートに対して
反応性の成分に基づいており、且つイソシアネートに対して反応性の成分が、少なくとも
１種の多官能性芳香族アミンであり、
　前記少なくとも１つの多官能性芳香族アミンが、一般式Ｉ
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【化１】

　で表わされる構造を有し、
　上記式中、
　Ｒ１及びＲ２が、同一又は異なり、相互に独立して、水素、及び１～６個の炭素原子を
有する直鎖又は分枝のアルキル基から選択され、そして全ての置換基Ｑ１～Ｑ５、及びＱ
１’～Ｑ５’が、同一又は異なり、相互に独立して、水素、第１級アミノ基、及び１～１
２個の炭素原子を有する直鎖、又は分枝のアルキル基から選択され、且つこのアルキル基
は、他の官能基を有しても良く、
　一般式Ｉに従う化合物が、少なくとも２つの第１級アミノ基を含み（但し、Ｑ１、Ｑ３

及びＱ５の内の少なくとも１つが第１級アミノ基であり、且つＱ１’、 Ｑ３’及び Ｑ５

’の内の少なくとも１つが第１級アミノ基である場合に限る、）、
　Ｑ２、Ｑ４、Ｑ２’、及びＱ４’は、一般式Ｉに従う化合物が、更なる官能基を有する
ことができ、及び芳香族環に結合した少なくとも１つの第１級アミノ基へのα位に１～１
２個の炭素原子を有する、少なくとも１つの直鎖状、又は分枝したアルキル基を有するよ
うに選ばれる、ことを特徴とする装置。
【請求項２】
  装置が冷却装置であることを特徴とする請求項１に記載の装置。
【請求項３】
  装置が冷蔵庫であることを特徴とする請求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
  有機エーロゲル又はキセロゲルは、体積重量平均で、孔径が５０～３０００ｎｍである
ことを特徴とする請求項１～３の何れか１項に記載の装置。
【請求項５】
  有機キセロゲルが使用されることを特徴とする請求項１～４の何れか１項に記載の装置
。
【請求項６】
　前記多孔性の断熱材が有機多孔性材料であり、該有機多孔性材料が、以下の工程、
  （ａ）少なくとも１種の多官能性イソシアネート（ａ１）、及び少なくとも１種の多官
能性芳香族アミン（ａ２）を溶媒中で、及び任意に成分（ａ３）として水の存在下、更に
任意に少なくとも１種の触媒（ａ４）の存在下に反応させる工程；
  （ｂ）溶媒を除去し、エーロゲル又はキセロゲルを得る工程、
  を含む方法によって得られることを特徴とする請求項１～５の何れか１項に記載の装置
。
【請求項７】
  成分（ａ１）は、オリゴマー性のジフェニルメタンジイソシアネートを含み、且つ少な
くとも２．４の官能価を有することを特徴とする請求項６に記載の装置。
【請求項８】
  成分（ａ２）が、以下の化合物：４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，４’－ジ
アミノジフェニルメタン、２，２’－ジアミノジフェニルメタン、及びオリゴマー性のジ
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アミノジフェニルメタンのうち、少なくとも１種を含むことを特徴とする請求項６又は７
に記載の装置。
【請求項９】
  反応が、触媒の存在下に行われることを特徴とする請求項６～８の何れか１項に記載の
装置。
【請求項１０】
  反応が、水（ａ３）及び任意に触媒（ａ４）の存在下に行われることを特徴とする請求
項６～９の何れか１項に記載の装置。
【請求項１１】
  工程（ａ）で、成分（ａ１）と成分（ａ２）としての多官能性芳香族アミンとの反応が
、水（ａ３）の不存在下に行われることを特徴とする請求項６～９の何れか１項に記載の
装置。
【請求項１２】
  請求項１～１１の何れか１項に定義された装置に使用される有機エーロゲル又は有機キ
セロゲルを、動力学的に排気可能で、及び電気的に作動する装置の一貫して排気可能な領
域内に使用する方法であって、
  前記装置は、一貫して排気可能な領域に加え、一貫して排気可能な領域によって周囲温
度からの熱が遮断される、温度調節可能な利用領域、及び装置の一貫して排気可能な領域
が常に特定の圧力範囲内にあるように真空状態を積極的に維持する手段を有し、
  一貫して排気可能な領域は、装置内で多孔性及び／又はセル状の断熱材が占める全体積
に対して少なくとも２０体積％を構成することを特徴とする方法。
【請求項１３】
  イソシアネートが、オリゴマー性のジフェニルメタンジイソシアネートを含むことを特
徴とする請求項１～１１の何れか１項に記載の装置。
【請求項１４】
  触媒がトリエタノールアミンであることを特徴とする請求項９に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気的に作動し、且つ動力学的に排気可能な装置であって、一貫して排気可
能な領域、及び一貫して排気可能な領域によって、周囲温度からの熱が遮断される、温度
調節可能な利用領域、及び装置の一貫して排気可能な領域が、常に特定の圧力範囲内にあ
るように真空状態を積極的に維持する手段を有し、一貫して排気可能な領域が、装置内で
多孔性、及び／又はセル状の断熱材が占める全体積の少なくとも２０体積％を構成し、且
つ一貫して排気可能な領域は、少なくとも１つの有機エーロゲル及び／又は有機キセロゲ
ルを含む装置に関する。
【０００２】
　更に本発明は、有機エーロゲル又は有機キセロゲルを、動力学的に排気可能で、及び電
気的に作動する装置の一貫して排気可能な領域内に使用する方法であって、前記装置は一
貫して排気可能な領域に加え、一貫して排気可能な領域によって周囲温度からの熱が遮断
される、温度調節可能な利用領域、及び装置の一貫して排気可能な領域の圧力が常に特定
の圧力範囲内にあるように真空状態を積極的に維持する手段を有し、一貫して排気可能な
領域は、装置内で多孔性及び／又はセル状の断熱材が占める全体積の少なくとも３０体積
％を構成することを特徴とする方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　エネルギーを節約するための断熱は、高い価値を有している。断熱は、高まるエネルギ
ー価格の背景、及びＣＯ２－排出量を低減する試み、及び将来的になお上昇する防熱、防
寒の需要によって重要な意義を有している。これら断熱の最適化における高まる需要には
、建物分野、可動分野、ロジスティックス分野、及びステーショナル分野（静止分野）が
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含まれる。
【０００４】
　断熱装置は、周囲に対しての、対応する遮断によって境界付けられる規定された利用領
域を含んでおり、ここで、利用領域の温度は、外側温度の上側、又は下側に位置している
。ここで、冷蔵庫、フリーザー、冷却倉庫、冷却コンテナ、クールボックス、冷却トラッ
ク、又は他に熱水タンクが例示される。
【０００５】
　利用空間（利用室）の周囲に対する断熱（以降、熱的遮断、及び熱的絶縁という概念と
同義に使用される）は、断熱材料（以降、断熱材という概念と同義に使用される）によっ
て、従来技術を使用して行われる。
【０００６】
　熱的遮断の目的のために、種々の断熱材料が公知であり、独立気泡フォームは、その特
に低い伝熱性（熱伝導度）のために、卓越した役割を果たす。独立気泡ポリウレタン（Ｐ
ＵＲ－）－硬質フォームは、低い熱伝導度を有する材料の一つである。ＰＵＲ－硬質フォ
ームには大抵の場合、空気のように熱伝導度が低く、そしてフォームの気泡（セル）中に
残る物理的発泡剤、例えばアルカン、又はフッ素化炭化水素が使用される。ここでフォー
ム中の圧力は外圧に相当する。
【０００７】
　近代においては、ＰＵＲでできた、排気された連続気泡フォーム、又は連続気泡メソ多
孔性パウダー床、例えばＡｅｒｏｓｉｌｓは、真空絶縁パネル（ＶＩＰｓ）の状態でも使
用される。ＶＩＰｓはパネル状態で、更なる追加工程で、通常の絶縁材料と一緒に、後の
絶縁ユニットに組み込まれる。例えば、ＶＩＰｓは今日、冷蔵庫中で、接着と発泡によっ
てＰＵＲと一体化され、これによりエネルギー消費の低下に貢献している。ＶＩＰｓの大
きな短所は、ＶＩＰｓを制作するため、及びこれらを装置内に組み込むために、追加的な
複雑性（煩雑性）が生じることである。ＶＩＰｓは、常に全絶縁の一部分のみを構成する
ので、対応した低い熱伝導度を達成するためには、低い圧力（低い負圧）を達成する必要
がある。この低圧を、装置の寿命にわたり可能な限り安定に維持するために、充填材料の
密度に非常に高い要求がなされる。ここで通常、今日では、金属化したアルミニウム－複
数層ホイル、又はアルミニウム複合体が使用される。
【０００８】
　更なる技術的な代替は、断熱のために与えられた、全体積の排気、又は部分的な排気で
あり、ここで排気は原則として、動力学的に、又は静力学的に行うことができる。ＶＩＰ
ｓと、通常の絶縁材料での、その被覆との組み合わせに対する大きな長所は、断熱材料を
形成する全体積が、低い圧力に曝され、そしてこれにより、必要とされる低圧を、通常の
ＶＩＰ内で達成されるものよりも低くすることができ、又は同じ低圧で、高い絶縁性を達
成することができることである。このようにして排気された装置は、当業者にとって既に
公知である。
【０００９】
　特許文献１（ＵＳ１８９８９７７）には、排気可能な絶縁(evacuable insulation)を備
えた冷蔵庫が記載されている。絶縁材として、微細な充填材、及びこれにより形成される
、寸法が可能な限り小さい（理想的には、ガス分子の平均自由行路長さよりも相当に小さ
い）空洞空間が提案されている。角部における熱伝導による損失を避けるために、熱伝導
度の少ない材料でできたブリッジを介して、金属層が、外壁及び内壁の間で結合されるべ
きである。Ｓｉｌｏｃｅｌ、コルク、及び紙が絶縁材料とされている。
【００１０】
　特許文献２（ＥＰ０５８７５４６Ａ１）には、排気可能な冷蔵庫が記載されており、こ
れには恒久的に設置された真空ポンプが設けられている。真空ポンプは、空気に対して緊
密に封止されたハウジング内に配置された絶縁材料を排気する。長い排気時間のために、
冷蔵庫が使用者へと導入された時に、初めてポンプが作動するように企てられている。製
造の間の装置の排気は、装置の製造の間のサイクル時間を長くし、従って製造工程が非経
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済的になる。ここで特殊なポンプが使用され、このポンプは、エネルギー消費が非常に少
なく、及びこれにより絶縁特性の改良によるエネルギー節約が、真空ポンプの作動に必要
とされるエネルギーよりもはるかに優るものである。通常の真空ポンプは、自己消費のエ
ネルギーが高いために不適切である。
【００１１】
　絶縁材料として、純粋に水で発泡するＰＵＲフォームが提案されている。この場合、フ
ォームのセルは、最初に二酸化炭素を含んでいる。二酸化炭素は空気と比較して、ファク
タ―が５高い拡散速度を有している。これにより０．１ｍｂａｒ未満の減圧状態を目標に
できる。
【００１２】
　このアプローチの技術的に大きな短所は、極端に長い排気時間が必要なことである。こ
の短所は、フォームの閉じた気泡（セル）に起因する。更に、熱伝導度を十分に低下させ
るために、非常に低い圧力を達成する必要がある。このことは、通常の硬質フォームの大
きな気泡径に関連する。
【００１３】
　特許文献３（ＥＰ０５８７５４８Ａ１）には、類似した対象物が記載されており、ここ
で重点は、絶縁材料の独立気泡特性に置かれている。連続気泡フォームは、不利なものと
して記載されている。この理由は、低い密度で十分な機械的強度を得ることができないか
らである。
【００１４】
　特許文献４（ＥＰ１３３５１７１Ａ１）には、排気性の冷蔵庫が記載されている。この
技術では、排気時間を短くするために、断熱材料に通路（channel）のネットワークが設
けられている。例えば、後部壁の排気は、吸収通路の蜘蛛の巣状の配置構成を介して行わ
れる。断熱材料として、連続気泡ポリウレタン及びポリスチレンが記載されている。更に
、問題の多い、既存の材料の非常に長い排気時間について指摘されている。
【００１５】
　特許文献５（ＷＯ２００５／０９３３４９）には、排気された冷蔵庫が記載されており
、これには断熱材料として所定の粉が充填されている。真空は原則的に静力学的に、及び
動力学的に設定可能であることが記載されている。冷蔵庫は、真空ポンプを必要としてい
ない。この理由は、この機能はコンプレッサーによって行われるからである。
【００１６】
　特許文献６（ＷＯ２００４／０１００４２）には、排気性の冷蔵庫が記載されており、
この冷蔵庫は紛体床を含んでいる。充填の１つの可能性として、装置の後部の開口部を介
してのものが記載されている。後の密閉のための種々の変形例が記載されている。
【００１７】
　特許文献７（ＷＯ２０１０／１２７９４７）には、完全に排気されたドア要素が記載さ
れている。充填材料として、開孔性のＰＵＲ、ポリスチレン、又はシリカ－粉が記載され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】ＵＳ１８９８９７７
【特許文献２】ＥＰ０５８７５４６Ａ１
【特許文献３】ＥＰ０５８７５４８Ａ１
【特許文献４】ＥＰ１３３５１７１Ａ１
【特許文献５】ＷＯ２００５／０９３３４９
【特許文献６】ＷＯ２００４／０１００４２
【特許文献７】ＷＯ２０１０／１２７９４７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】



(6) JP 6177761 B2 2017.8.9

10

20

30

40

50

【００１９】
　しかしながら従来技術に記載されている装置は、工業的な実施を妨げる根本的な短所を
有している。その原因は、使用される断熱材料にある。今まで使用されてきた絶縁材は、
これらが連続気泡でない場合には、十分に短い排気時間を許容する、適切な孔構造を有し
ていないことにある。完全に連続気泡のフォームであっても、気泡の窓部分（cell windo
w）の穴の寸法が小さく、及びフォームが純然たる熱硬化性のプラスチックフォームの理
想的な状態から、大きく離れる場合には、
　長い排気時間が必要になる。更に、有利な断熱特性を有する公知の絶縁材料は、スラブ
の状態で、又は粉体として（また部分的にプレスされた状態で）しか使用することができ
ない。成形体を後に、装置のために必要とされる幾何学形状に適合させるには、（そもそ
も可能であれば）大きな消費（出費）がかさみ、そして相当量の廃棄物が生じる。紛体床
の場合、複雑な幾何学形状、例えばアンダーカットに完全に満たすこと、又は十分に規定
された圧縮状態を得ることは、大抵の場合不可能である。
【００２０】
　更に公知の連続気泡絶縁材は、製造の過程で皮（殻）部分を形成するという短所を有し
ている。これにより排気性が損なわれ、及び特に一貫して排気可能な領域において排気性
が損なわれる。この理由は、皮部分が、気泡を満たしているガスのポンプ除去を妨げるか
らである。
【００２１】
　上述した冷却装置の工業的な実施は、適切な絶縁材が存在しなかったために、今日まで
不可能であった。
【００２２】
　改良された排気性の断熱装置、例えば排気性の冷蔵庫は、短い排気時間、及びこれと結
び付いたポンプ時間、及び短いポンプサイクルを有し、及び一貫して排気される領域のシ
ェル（殻）の密度に対して少ない要求を有するべきである。
【００２３】
　一貫して排気可能な領域を有する絶縁材料は同時に、以下の特性をも有するべきである
：
　－装置内の断熱の製造の際、材料の消費が少ないこと、
　－１～１０ｍｂａｒの範囲の圧力において、熱伝導度を相当に低下できること、
　－複雑な三次元幾何学構造を、後工程無しに形成可能なこと、
　－水蒸気の受け入れ容量が少なく、及び通常、ガスの吸収容量が低いこと；このことは
、真空状態を動力学的に維持するために、特に重要である。
【００２４】
　本発明の目的は、上述した短所が回避されるか、又は有していたとしてもより少ないも
のである、排気可能な断熱装置を見出すことにある。特に、目的とする差圧を、排気され
る全ての体積内に設定するのに要する時間（設定された減圧での排気時間）は、従来技術
に対して短縮化されているべきである。使用される断熱材料は、上述した特性を有するべ
きである。
【課題を解決するための手段】
【００２５】
　従って、本発明に従う装置、及び本発明に従う使用方法が見出された。
【００２６】
　好ましい実施の形態は、請求項、及び発明の詳細な説明に記載されている。好ましい実
施の形態の組合せも本発明の範囲内である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　本発明に従う装置は、一貫して排気可能な領域、及び一貫して排気可能な領域によって
、周囲温度からの熱が遮断される、温度調節可能な利用領域、及び装置の一貫して排気可
能な領域が、常に特的の圧力範囲内にあるように、真空を積極的に維持する手段、を有し
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、一貫して排気可能な領域が、装置内で多孔性及び／又はセル状の断熱材が占める全体積
に対して、少なくとも２０体積％を構成し、及び一貫して排気可能な領域は、少なくとも
１つの有機エーロゲル及び／又は有機キセロゲルを含む。
【００２８】
　「一貫して排気可能な領域」は、原則として、「少なくとも１つの一貫して排気可能な
領域」であると理解される。かくして本発明に従う装置は、このように定義された一貫し
て排気可能な領域を複数含むこともでき、この場合、エーロゲル及び／又はキセロゲルを
含む領域は、単独で（別個に）一貫して排気可能である。当然ながら、複数のこのような
領域は、一つの排気装置に装着されることができる。いずれにせよ本発明にとって本質的
なことは、上述した領域は、多孔性、及び／又はセル状の断熱材料で装置内を占めている
全体積の少なくとも３０体積％を構成していることである。場合により、エーロゲル及び
／又はキセロゲルを含む、２つ以上の一貫して排気可能な領域について、それぞれ、この
基準を単独で満たすようにすることもできる。
【００２９】
　有機エーロゲル及び有機キセロゲルは、それ自体は公知である。文献中では、キセロゲ
ルは、液相が液相の臨界温度未満、及び臨界圧未満での乾燥（「臨界未満の条件」）によ
って、ゲルから取り出される、ゾル－ゲル－法によって製造される多孔性の材料であると
理解される。これに対し、超臨界条件下でゲルから液相を分離する場合には、エーロゲル
と称される。
【００３０】
　ゾル－ゲル－法では、最初にゾルが、反応性の有機ゲル前駆体に基づいて製造され、そ
の後にゾルが架橋反応によって、ゲルへとゼリー状にされる。ゲルから多孔性材料、例え
ばキセロゲルを得るために、液体を除去する必要がある。以降簡略化して、この工程を乾
燥と称する。
【００３１】
　３０～９０質量％の少なくとも１種の多官能性イソシアネート、及び１０～７０質量％
の少なくとも１種の多官能性芳香族アミンを含むキセロゲルが、ＷＯ－２００８／１３８
９７８から公知であり、その体積計量（volume-weighted）の平均孔径は最大で５マイク
ロメーターである。
【００３２】
　一貫して排気可能な領域は、本発明の装置内部の空間的に閉じた（一貫して排気可能な
）領域であり、すなわち全体の領域のある個所に真空を施すことによって、減圧状態（負
圧）がもたらされる領域である。
【００３３】
　ここで「一貫して排気可能」は、排気の後に上記領域内の圧力が、周囲圧力に対して持
続的（恒久的）に低下されることを意味し、すなわち上記領域が、周囲に対して、ガス拡
散（空気成分の拡散）に関して閉じていることを意味する。差圧は、限られた時間でのみ
維持可能であることに気が付く。「排気可能」及び「閉じた」という基準を満足させるた
めには、排気の後（すなわち低圧状態を設定した後）、少なくとも１時間、特に少なくと
も４時間、特に好ましくは少なくとも２４時間の期間に渡って低圧状態（負圧状態）が維
持される必要がある。
【００３４】
　温度調節可能な利用領域は、装置内の領域であって、周囲温度に対して低い、又は高い
温度が維持されることが意図されている領域である。
【００３５】
　多孔性、及び／又はセル状の絶縁材料によって、装置内に占められている全体積は、装
置内の全ての多孔性、及び／又はセル状の断熱材料に対応し、及び孔とセルを含む。多孔
性、及び／又はセル状の絶縁材料は、全体が、又は部分的に絶縁材料で囲まれているセル
又は孔を有する物質であり、すなわち第１の固体相、及びガスが充填された第２の層（場
合により、低圧状態、又は真空状態）を含む材料である。多孔性、及び／又はセル状の材
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料は、連続気泡、又は独立気泡であることができる。混合状態も考えられる。これらの定
義は、孔及び／又はセルを有し、及び断熱の目的のために装置内に設けられる全ての材料
を含み、これには本発明に従い含まれる、有機エーロゲル、及び／又はキセロゲルに加え
、特にフォーム、例えばポリウレタンフォーム、又はポリスチレンに基づくフォームも含
まれる。
【００３６】
　好ましくは、本発明に従い含まれる、（有機エーロゲル又はキセロゲルを含む）一貫し
て排気される領域の体積は、（多孔性及び／又はセル状の絶縁材料によって、装置内を占
めている）全体積に対して、少なくとも３０体積％、特に少なくとも４０体積％、特に好
ましくは少なくとも５０体積％、特に少なくとも６０体積％、極めて好ましくは少なくと
も７０体積％である。
【００３７】
　真空状態は、周囲圧力に対する低圧（負圧）であると理解される。従って排気は、周囲
圧力に対する低圧（負圧）の形成である。
【００３８】
　本発明の範囲内で、キセロゲルは、多孔率が少なくとも７０体積％であり、及び体積で
計算した平均孔径が最大で５０マイクロメーターである（所定のゾル－ゲル法によって製
造される）多孔性の材料であると理解され、ここで上記ゾル－ゲル法では、液相の臨界温
度未満及び臨界圧未満（臨界未満の条件）で、乾燥によって液相がゲルから除去される。
【００３９】
　対応して、エーロゲルは、本発明の範囲内で、多孔率が少なくとも７０体積％であり、
及び体積で計算した平均孔径が最大で５０マイクロメーターである（所定のゾル－ゲル法
によって製造される）多孔性の材料であると理解され、ここでこのゾル－ゲル法では、液
相の臨界温度を超える温度及び臨界圧を超える圧力（超臨界の条件）で、乾燥によって液
相がゲルから除去される。
【００４０】
　平均孔径は、ＤＩＮ６６１３３に従う水銀－貫入測定を使用して測定され、及び本発明
の範囲内で、原則的に体積－計量の平均値である。ＤＩＮ６６１３３に従う水銀－貫入測
定は、多孔度測定法であり、及び多孔度測定器内で行われる。ここで、材料の試料内に水
銀がプレスされる。水銀で満たすためには、小さな孔は大きな孔よりも高い圧力が必要と
され、そして対応する圧力／体積－ダイアグラムから、孔径分布、及び体積計量の平均孔
径を測定することができる。
【００４１】
　多孔性材料の体積計量された平均孔径は、好ましくは最大で２０マイクロメートルであ
る。特に好ましくは、多孔性材料の体積計量の平均孔径は、最大で１０マイクロメートル
、極めて好ましくは最大で５マイクロメートル、及び特に最大で３マイクロメートルであ
る。
【００４２】
　高い多孔度で孔径が可能な限り小さいことが、低い熱伝導度という観点からは望ましい
。しかしながら、製造方法には、体積計量の平均孔径の実際的な下限値が存在する。通常
、体積計量の平均孔径は、少なくとも５０ｎｍ、好ましくは少なくとも１００ｎｍである
。多くの場合、体積計量の平均孔径は、少なくとも２００ｎｍ、特に少なくとも３００ｎ
ｍである。
【００４３】
　本発明に従う装置は、電気的に作動する。好ましくは、本発明に従う装置の利用領域の
温度調節は、積極的なエネルギー導入によって行われる。好ましくは、真空状態の積極的
な維持を行うための手段は、（特に電気的に作動する）コンプレッサー、及び／又はポン
プである。
【００４４】
　本発明の好ましい第一の実施の形態では、本発明に従う装置は、冷却装置であり、特に
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好ましくは冷蔵庫、フリーザー、冷却倉庫、電気的に作動する冷却容器、又は冷却トラッ
クである。冷却装置は、規定された利用空間が、エネルギー導入によって冷却され、利用
空間が周囲温度に対して冷却される（低い温度を有する）装置である。
【００４５】
　本発明の更なる好ましい実施の形態では、本発明に従う装置は、材料を加熱するための
装置、特に瞬間湯沸かし器（温水タンク）である。
【００４６】
　動力学的に排気可能な装置は、真空状態が、予め設定された圧力範囲内に時間的に一定
して存在するように積極的に維持される上述したような排気可能な装置である。ここで「
積極的」は、次のことを意味する：真空状態を維持するための手段の、周期的な（繰り返
される）助力による。ここで、真空状態は、一方では領域の閉鎖性によって、及び繰り返
される圧力低下によって維持される。繰り返される圧力低下は、持続的にでも、又は定期
的に繰り返してでも行うことができ、後者が好ましい。これに対して、完全に排気可能な
装置は、真空状態が１回の実施で形成され、そして領域の閉鎖性（封止性）によってのみ
維持される、上述した装置である。
【００４７】
　このような装置は、それ自体この技術分野の当業者によって公知である。本発明に従い
使用される有機エーロゲル、又は有機キセロゲルは有利なことに、（一貫して排気可能な
領域に加え、この一貫して排気可能な領域によって、周囲温度に対して熱的に絶縁される
、温度調節可能な利用領域を有する）全ての装置に使用することができ、ここで、一貫し
て排気可能な領域は、絶縁材料によって装置内を占めている全体積の少なくとも２０体積
％を構成する。断熱装置の技術的な概念については、特に制限はない。
【００４８】
　特に好ましい装置は、動力学的に排気可能な冷却装置、特に冷蔵庫である。
【００４９】
　適切な、動力学的に排気可能な、電気的に作動する冷蔵庫、又は冷凍庫は、１つ以上の
閉じた、熱的に絶縁された領域を有しており、この領域は、冷蔵庫又は冷凍庫のハウジン
グ－、壁－、及び／又はドア充填体（パネル）であり、ここで、１つ以上の空間（部屋）
が、排気ラインを介して真空形成装置を結合しており、及び真空形成装置は、冷蔵庫又は
冷凍庫内の恒久的に設置されたユニットである。このような冷蔵庫、又は冷凍庫は例えば
、ＵＳ－Ａ１８９８９７７及びＦＲ－Ａ－２６２８１７９及びＥＰ－Ａ０５８７５４６か
ら公知である。
【００５０】
　静力的又は動力学的な真空状態が形成される正確な技術的構想（設計）は、本発明にと
って重要でない。むしろ、絶縁材料中に含まれる大きな体積が、一貫して排気された場合
には、本発明に従い使用される多孔性の材料は、絶縁材料として有利に使用することがで
きる。例えば、ＥＰ－Ａ０５８７５４６に記載されているキャビネットに、製造の際に、
キャビネットの壁及びドア中の空気に対して封止して閉じられた空間と結合した真空ポン
プを設けることができる（ここでこの空間には、本発明に従う断熱材料を充填されている
）。キャビネットが、使用者によって作動状態にされると、ポンプが活動し、及び長い使
用期間において非常に低い圧力を段々に形成する。このことは、１週間から数か月の間、
絶縁の作用力が高められることを意味する。この替りに、ＷＯ２００５／０９３３４９に
記載されているように、装置内に使用されるコンプレッサーを、排気可能な領域の低圧（
負圧）を維持するために使用することもできる。
【００５１】
　本発明の範囲内で好ましい有機キセロゲル、及びエーロゲルを以下に記載する。
【００５２】
　好ましくは、エーロゲル又はキセロゲルは、イソシアネート及びイソシアネートに対し
て反応性の任意の成分に基づく。
【００５３】
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　特に好ましくは、有機エーロゲル又はキセロゲルは、イソシアネート及びイソシアネー
トに対して反応性の成分に基づき、ここで、イソシアネートに対して反応性の成分として
、少なくとも１種の芳香族アミンが使用される。好ましくは、有機エーロゲル又はキセロ
ゲルは、ポリウレア及び／又はポリイソシアヌレートに基づいて形成される。
【００５４】
　「ポリウレアに基づいて形成される」は、有機エーロゲル又はキセロゲル中のモノマー
単位の結合(連鎖：linkage)の少なくとも５０モル％、好ましくは少なくとも７０モル％
、特に９０モル％が、ウレア結合として存在することを意味する。「ポリウレア及び／又
はポリイソシアヌレートに基づいて形成される」は、有機キセロゲル又はエーロゲル中の
モノマー単位の結合の少なくとも５０モル％、好ましくは少なくとも７０モル％、特に９
０モル％が、ウレア結合及び／又はイソシアヌレート結合として存在することを意味する
。
【００５５】
　本発明に従い使用される有機エーロゲル又はキセロゲルは以降、有機性多孔性材料と称
される。
【００５６】
　好ましくは、使用される有機性多孔性材料は、以下の工程、
　（ａ）少なくとも１種の多官能性イソシアネート（ａ１）、及び少なくとも１種の多官
能性芳香族アミン（ａ２）を溶媒中で、及び任意に成分（ａ３）として水の存在下、及び
任意に少なくとも１種の触媒（ａ４）の存在下に反応させる工程；
　（ｂ）溶媒を除去し、エーロゲル又はキセロゲルを得る工程、
　を含む方法によって得られる。
【００５７】
　工程（ａ）の範囲内で使用されることが好ましい成分（ａ１）～（ａ４）、及び量の割
合は後述する。
【００５８】
　多官能性イソシアネート（ａ１）は以降、共通して成分（ａ１）と称される。対応して
、多官能性芳香族アミン（ａ２）は以降、共通して成分（ａ２）と称される。上述したモ
ノマー成分が、有機性多孔性材料中で変換された状態で存在することは、この技術分野の
当業者にとって公知である。
【００５９】
　化合物の官能価は、本発明の範囲内で、１分子当たりの反応性基の数であると理解され
る。モノマー成分（ａ１）の場合、官能価は、１分子当たりのイソシアネート基の数であ
る。モノマー成分（ａ２）のアミノ基の場合、官能価は１分子当たりの反応性アミノ基の
数を示す。ここで多官能性化合物は、少なくとも２の官能価を有する。
【００６０】
　成分（ａ１）ないしは（ａ２）として、種々の官能価の混合物が使用される場合、成分
の官能価はそれぞれ、個々の化合物の官能価の数計量(number-weighted)の平均値から計
算される。多官能性の化合物は、上述した官能性基を１分子当たり少なくとも２つ含んで
いる。
【００６１】
　成分（ａ１）
　好ましくは成分（ａ１）として、少なくとも１種の多官能性イソシアネートが使用され
る。
【００６２】
　本発明に従う方法の範囲内で、成分（ａ１）の使用される量は、それぞれ成分（ａ１）
、（ａ２）及び場合により（ａ３）の全質量（１００質量％になる）に対して、少なくと
も２０質量％、特に少なくとも３０質量％、特に好ましくは少なくとも４０質量％、極め
て好ましくは少なくとも５５質量％、特に少なくとも６８質量％である。本発明の方法の
範囲内で、成分（ａ１）の使用さされる量は、それぞれ成分（ａ１）、（ａ２）及び場合
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により（ａ３）の全質量（１００質量％になる）に対して、好ましくは最大で９９．８質
量％、特に最大で９９．３質量％、特に好ましくは最大で９７．５質量％である。
【００６３】
　多官能性イソシアネートとして、芳香族、脂肪族、脂環式、及び／又はアラリファティ
ックイソシアネートが考慮される。このような多官能性イソシアネートは、それ自身公知
であり、又は公知の方法によって製造することができる。多官能性イソシアネートは特に
、混合物としても使用することができ、この場合、成分（ａ１）は種々のイソシアネート
を含む。モノマー構成要素（ａ１）として考慮される多官能性イソシアネートは、２つ（
以降、ジイソシアネートと称する）又は２つを超えるイソシアネート基を、モノマー成分
の１分子当たりに含む。
【００６４】
　特に適切なものは、２，２’－、２，４’－、及び／又は４，４’－ジフェニルメタン
ジイソシアネート（ＭＤＩ）、ナフチレン１，５－ジイソシアネート（ＮＤＩ）、トルエ
ン２，４－及び／又は２，６－ジイソシアネート（ＴＤＩ）、３，３’－ジメチルジフェ
ニルジイソシアネート、１，２－ジフェニルエタンジイソシアネート、及び／又はｐ－フ
ェニレンジイソシアネート（ＰＰＤＩ）、トリテトラ－、ペンタ－、ヘキサ－、ヘプタ－
、及び／又はオクタメチレンジイソシアネート、２－メチルペンタメチレン１，５－ジイ
ソシアネート、２－エチルブチレン１，４－ジイソシアネート、ペンタメチレン１，５－
ジイソシアネート、ブチレン１，４－ジイソシアネート、１－イソシアナート－３，３，
５－トリメチル－５－イソシアナートメチルシクロヘキサン（イソホロンジイソシアネー
ト、ＩＰＤＩ）、１，４－及び／又は１，３－ビス（イソシアナートメチル）シクロヘキ
サン（ＨＸＤＩ）、シクロヘキサン１，４－ジイソシアネート、１－メチルシクロヘキサ
ン２，４－、及び／又は２，６－ジイソシアネート及びジシクロヘキシルメタン４，４’
－、２，４’－及び／又は２，２’－ジイソシアネートである。
【００６５】
　多官能性イソシアネート（ａ１）として、芳香族イソシアネートが好ましい。成分（ａ
３）として水が使用される場合には、これらは特に有効である。
【００６６】
　成分（ａ１）の多官能性イソシアネートとして、特に適切なものは、以下のものである
：
　ｉ）トルエンジイソシアネート（ＴＤＩ）に基づく多官能性イソシアネート、特に２，
４－ＴＤＩ又は２，６－ＴＤＩ、又は２，４－及び２，６－ＴＤＩの混合物；
　ｉｉ）ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）に基づく多官能性イソシアネート
、特に２，２’－ＭＤＩ、又は２，４’－ＭＤＩ、又は４，４’－ＭＤＩ、又はオリゴマ
ー性ＭＤＩで、ポリフェニルポリメチレンイソシアネートとも称されるもの、又は上述し
たジフェニルメタンジイソシアネートの２種、又は３種の混合物、又はＭＤＩの製造時に
得られる粗製ＭＤＩ、又はＭＤＩの少なくとも１種のオリゴマーと上述しょた低分子量Ｍ
ＤＩ－誘導体の少なくとも１種の混合物；
　ｉｉｉ）実施の形態ｉ）に従う少なくとも１種の芳香族イソシアネート、及び実施の形
態ｉｉ）に従う少なくとも１種の芳香族イソシアネートの混合物。
【００６７】
　多官能性イソシアネートとして、特に好ましくはジフェニルメタンジイソシアネートで
ある。オリゴマー性のジフェニルメタンジイソシアネート（以降、オリゴマーＭＤＩと称
する）は、複数種のオリゴマー性縮合生成物の混合物であり、従ってジフェニルメタンジ
イソシアネート（ＭＤＩ）の誘導体の混合物である。多官能性イソシアネートは、好まし
くは、モノマー性芳香族ジイソシアネート及びオリゴマー性ＭＤＩの混合物から構成され
ることもできる。
【００６８】
　オリゴマーＭＤＩは、官能価が２を超える、特に３又は４又は５のＭＤＩの１種以上の
多環式の縮合生成物を含む。オリゴマーＭＤＩは公知であり、及びしばしばポリフェニル
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ポリメチレンイソシアネートとも、又はポリマーＭＤＩとも称される。オリゴマーＭＤＩ
は通常、種々の官能価を有するＭＤＩ－ベースのイソシアネートの混合物から構成される
。通常、オリゴマー性ＭＤＩは、モノマー性ＭＤＩとの混合物中に使用される。
【００６９】
　オリゴマーＭＤＩを含むイソシアネートの（平均）官能価は、約２．２～約５、特に２
．５～３の範囲内で変化する。種々の官能価を有するＭＤＩベースの多官能性イソシアネ
ートの、このような混合物は特に粗製ＭＤＩであり、この粗製ＭＤＩは、ＭＤＩの製造で
形成され、典型的には（粗製ＭＤＩの製造の中間生成物として）塩酸によって触媒作用を
施される。
【００７０】
　多官能性イソシアネート、又はＭＤＩに基づく複数種の多官能性イソシアネートの混合
物は公知であり、及び例えばＢＡＳＦ Ｐｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅｓ ＧｍｂＨからＬｕｐ
ｒａｎａｔ（登録商標）の名称で販売されている。
【００７１】
　好ましくは、成分（ａ１）の官能価は、少なくとも２、特に少なくとも２．２、及び特
に好ましくは少なくとも２．４である。成分（ａ１）の官能価は、好ましくは、２．２～
４、及び特好ましくは２．４～３である。
【００７２】
　好ましくは、成分（ａ１）のイッソシアネート基の含有量は、５～１０ｍｍｏｌ／ｇ、
特に６～９ｍｍｏｌ／ｇ、特に好ましくは７～８．５ｍｍｏｌ／ｇである。ｍｍｏｌでの
イソシアネート基の含有量、及びいわゆるｇ／当量(equivalent)での当量（equivalent w
eight）は、相互関係を有していることは、当業者にとって公知である。ｍｍｏｌでのイ
ソシアネート基の含有量は、ＡＳＴＭ Ｄ－５１５５－９６Ａに従う質量％から計算され
る。
【００７３】
　好ましい一実施の形態では、成分（ａ１）は、ジフェニルメタン４，４’－ジイソシア
ネート、ジフェニルメタン２，４’－ジイソシアネート、ジフェニルメタン２，３’－ジ
イソシアネート、及びオリゴマー性ジフェニルメタンジイソシアネートから選ばれる、少
なくとも１種の多官能性イソシアネートから構成される。この好ましい実施の形態の範囲
内で、成分（ａ１）は、特に好ましくは、オリゴマー性フェニルメタンジイソシアネート
を含み、及び官能価が少なくとも２．４である。
【００７４】
　使用される成分（ａ１）の粘度は、広い範囲で変化させることができる。好ましくは、
成分（ａ１）は、粘度が１００～３０００ｍＰａ．ｓ、特に好ましくは２００～２５００
ｍＰａ．ｓである。
【００７５】
　成分（ａ２）
　本発明に従う好ましい方法の範囲内で、成分（ａ２）は、少なくとも１種の多官能性芳
香族アミンである。
【００７６】
　成分（ａ２）は、部分的にインサイチュ（現場）で製造することができる。このような
実施の形態では、工程（ａ）の範囲内での反応は、水（ａ３）の存在下に行われる。水は
イソシアネート基と反応してアミノ基を形成し、そしてＣＯ２を放出する。これにより、
多官能性アミンが部分的に、中間生成物（インサイチュ）として製造される。これらはイ
ソシアネート基との反応の更なる過程で、ウレア結合に変換される。
【００７７】
　この好ましい実施の形態では、反応は、水（ａ３）及び成分（ａ２）としての多官能性
芳香族アミン、及び任意に触媒（ａ４）の存在下に行われる。
【００７８】
　同様に好ましい、更なる実施の形態では、成分（ａ１）及び成分（ａ２）としての多官
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能性芳香族アミンの反応は、任意に触媒（ａ４）の存在下に行われる。ここで水（ａ３）
は存在しない。
【００７９】
　多官能性芳香族アミンは、それ自体は公知である。多官能性アミンは、１分子につき、
少なくとも２つのイソシアネートに対して反応性のアミノ基を有するものと理解される。
ここで、「イソシアネートに対して反応性」は、１級及び２級アミノ基であり、ここで１
級アミノ基の反応性は通常、２級アミノ基の反応性よりも明らかに高い。
【００８０】
　多官能性芳香族アミンは、好ましくは、２つの１級アミノ基（２官能性芳香族アミン）
を有する２環式芳香族化合物、対応して２つを超えるアミノ基を有する３－又は多環式芳
香族化合物、又は上述した化合物の混合物である。成分（ａ２）の好ましい多官能性芳香
族アミンは特に、ジアミノジフェニルメタンの異性体、及び誘導体である。
【００８１】
　上述した２官能性２環式アミンは、特に好ましくは、一般式Ｉ、
【００８２】
【化１】

　（但し、
　Ｒ１とＲ２が同一であるか、又は異なることができ、及び相互に独立して、水素、及び
１～６個の炭素原子を有する直鎖状の、又は分枝したアルキル基から選ばれ、及び全ての
置換基Ｑ１～Ｑ５及びＱ１’～Ｑ５’が同一又は異なっており、及び相互に独立して、水
素、１級アミノ基、及び１～１２個の炭素原子を有する直鎖状の、又は枝分かれしたアル
キル基から選ばれ、ここでアルキル基は更なる官能基を有することができ、但し、一般式
Ｉに従う化合物は、少なくとも２個の２個のアミノ基を含み、ここで、Ｑ１、Ｑ３、及び
Ｑ５の少なくとも１つが、１級アミノ基であり、そしてＱ１’、Ｑ３’、及びＱ５’の少
なくとも１つが１級アミノ基である）
　に従うものである。
【００８３】
　一実施の形態では、一般式Ｉに従う置換基Ｑの範囲内でアルキル基は、メチル、エチル
、ｎ－プロピル、ｉｓｏ－プロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｋ－ブチル、及びｔｅｒｔ－ブチ
ルから選ばれる。このような化合物は以降、置換された芳香族アミン（ａ２－ｓ）と称さ
れる。当然ながら、これらが、上記に定義したアミノ基でなければ、全ての置換基Ｑが水
素を表していても同様に好ましい（いわゆる置換されていない多官能性芳香族アミン）。
【００８４】
　一般式Ｉの範囲内で、好ましくはＲ１及びＲ２は、同一であるか、又は異なっており、
及び相互に独立して水素、第１級アミノ基、及び１～６個の炭素原子を有する、直鎖状の
、又は分枝したアルキル基から選ばれる。好ましくは、Ｒ１及びＲ２は、水素及びメチル
から選ばれる。特に好ましくは、Ｒ１＝Ｒ２＝Ｈである。
【００８５】
　適切な多官能性芳香族アミン（ａ２）は更に、特にトルエンジアミンの異性体及び誘導
体である。成分（ａ２）の範囲内で、トルエンジアミンの好ましい異性体、及び誘導体は
特に、トルエン－２，４－ジアミン、及び／又はトルエン－２，６－ジアミン、及びジエ
チルトルエンジアミン、特に３，５－ジエチルトルエン－２，４－ジアミン、及び／又は
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３，５－ジエチルトルエン－２，６－ジアミンである。
【００８６】
　極めて好ましくは、成分（ａ２）は、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，４’
－ジアミノジフェニルメタン、２，２’－ジアミノジフェニルメタン及びオリゴマー性ジ
アミノジフェニルメタンから選ばれる、少なくとも１種の多官能性芳香族アミンを含む。
【００８７】
　オリゴマー性ジアミノジフェニルメタンは、アニリンとホルムアルデヒドの１種以上の
多環式メチレン－ブリッジ縮合生成物を含む。オリゴマー性ＭＤＡは、少なくとも１種の
、しかしながら通常では数種の（官能価が２、特に３又は４又は５を超える）ＭＤＡのオ
リゴマーを含む。オリゴマー性ＭＤＡは公知であり、又はそれ自体公知の方法で製造する
ことができる。通常、オリゴマー性ＭＤＡは、モノマー性ＭＤＡとの混合物の状態で使用
される。
【００８８】
　オリゴマー性ＭＤＡを含む成分（ａ２）の多官能性アミンの（平均）官能価は、約２．
３～約５の範囲が可能であり、これは特に２．３～３．５の範囲、特に２．３～３の範囲
である。このようなＭＤＡベースの種々の官能価を有する多官能性アミンの混合物は特に
、粗製ＭＤＡであり、該塑性ＭＤＡは、アニリンとホルムアルデヒドとの縮合で、通常で
は塩酸によって触媒作用を及ぼされて、粗製ＭＤＩの中間生成物として形成される。
【００８９】
　特に好ましくは、少なくとも１種の多官能性芳香族アミンは、ジアミノジフェニルメタ
ン、又はジアミノジフェニルメタンの誘導体を含む。特に好ましくは、少なくとも１種の
多官能性芳香族アミンは、オリゴマー性ジアミノジフェニルメタンを含む。成分（ａ２）
が、化合物（ａ２）としてオリゴマー性ジアミノジフェニルメタンを含み、及び全体で少
なくとも２．１の官能価を有することが特に好ましい。特に、成分（ａ２）は、オリゴマ
ー性ジアミノジフェニルメタンを含み、及び官能価が少なくとも２．４である。
【００９０】
　本発明の範囲内で、置換された多官能性芳香族アミンを成分（ａ２）の範囲内で使用す
ることによって、第１級アミノ基の反応性を制御することが可能である。上述した、及び
後に詳述する、置換された多官能性芳香族アミン（以降、（ａ２－ｓ）で表す）は、上述
した（置換されていない）ジアミノジフェニルメタン（式Ｉ中の全てのＱが、ＮＨ２でな
ければ水素である）との混合物中に使用されるか、又は専用的に使用される。
【００９１】
　この実施の形態では、上述した式Ｉの範囲内の（対応する定義を含めた）Ｑ２、Ｑ４、
Ｑ２’、及びＱ４’は、一般式Ｉに従う化合物が、少なくとも１つの直鎖状、又は分枝し
た、芳香族環に結合した、少なくとも１つの第１級アミノ基へのＰ位に１～１２個の炭素
原子を有する、（更なる官能基を有することができる）アルキルを基含むように選ばれる
ことが好ましい。好ましくは、この実施の形態でのＱ２、Ｑ４、Ｑ２’、及びＱ４’は、
置換された芳香族アミン（ａ２－ｓ）が、少なくとも２つのアミノ基（該アミノ基は、α
位に１～１２個の炭素原子を有する、更なる官能基を有することができる１つ又は２つの
直鎖状の、又は分枝したアルキル基を有する）を含むように選ばれる。Ｑ２、Ｑ４、Ｑ２

’、及びＱ４’の１つ以上が、これらが１～１２個の炭素原子を有する直鎖状の又は分枝
した（更なる官能基を有することができる）アルキル基に対応するように選ばれた場合、
アミノ基、及び／又はヒドロキシ基、及び／又はハロゲン原子が、このような官能基とし
て好ましい。
【００９２】
　好ましくは、アミン（ａ２－ｓ）は、３，３’，５，５’－テトラアルキル－４，４’
－ジアミノジフェニルメタン、３，３’，５，５’－テトラアルキル－２，２’－ジアミ
ノジフェニルメタン、及び３，３’，５，５’－テトラアルキル－２，４’－ジアミノジ
フェニルメタンから成る群から選ばれることが好ましく、ここで、３，３’，５、及び５
’－位のアルキル基は、同一であっても良く、又は異なっていても良く、及び互いに独立
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して、１～１２個の炭素原子を有する直鎖状の、又は分枝した（更なる官能基を有するこ
とができる）アルキル基から選ばれる。好ましくは、上述したアルキル基は、メチル、エ
チル、ｎ－プロピル、ｉ－プロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｋ－ブチル、又はｔ‐ブチル（そ
れぞれ置換されていない）である。
【００９３】
　一実施の形態では、置換基Ｑの１つ以上のアルキル基の１つ、複数、又は全ての水素原
子が、アルゲン原子、特に塩素によって置き換えられていることができる。この替りに、
置換基Ｑの１つ又は複数のアルキル基の１つ、複数、又は全ての水素原子が、ＮＨ２又は
ＯＨによって置き換えらえることができる。しかしながら、一般式Ｉの範囲のアルキル基
が、炭素及び水度によって構成されることが好ましい。
【００９４】
　特に好ましい実施の形態では、成分（ａ２－ｓ）は、３，３’，５，５’－テトラアル
キル－４，４－ジアミノジフェニルメタンを含み、ここで、アルキル基は同一、又は異な
っていることができ、そして独立して、直鎖状の、又は分枝した、１～１２個の炭素原子
を有し、任意の官能基を有していても良いアルキル基から選ばれる。好ましくは、上記ア
ルキル基は、置換されていないアルキル基、特にメチル、エチル、ｎ－プロピル、ｉｓｏ
－プロピル、ｎ－ブイチル、ｓｅｋ－ブチル及びｔｅｒｔ－ブチルから選ばれ、特に好ま
しくはメチル、及びエチルから選ばれる。極めて好ましくは、３，３’，５，５’－テト
ラエチル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン、及び／又は３，３’，５，５’－テト
ラメチル－４，４’－ジアミノジフェニルメタンである。
【００９５】
　成分（ａ２）の上述した多官能性アミンは、この技術分野の当業者にとって公知であり
、又は公知の方法によって製造することもできる。公知の方法は、アニリン又はアニリン
の誘導体をホルムアルデヒドを使用して、酸性触媒の存在下に変換することである。
【００９６】
　上述したしように、成分（ａ３）として、多官能性芳香族アミンを水で部分的に置き換
えることができ、これは事前に計算された量で、成分（ａ１）の追加的な多官能性芳香族
イソシアネートとインサイチュ（現場）で反応させ、対応する多官能性芳香族アミンを形
成することによって行われる。
【００９７】
　成分（ａ３）として水が使用される場合、後に詳述するように、特定の境界条件と適合
することが好ましい。
【００９８】
　上述したように、水はイソシアネート基と反応してＣＯ２を開放しつつアミノ基を形成
する。これにより、多官能性アミンが部分的に中間生成物として（インサイチュで）製造
される。これらは反応の更なる過程で、イソシアネート基と反応してウレア結合へと反応
する。中間生成物としてのアミンの製造は、高い機械的安定性及び低い熱伝導度を有する
多孔性の材料をもたらす。形成されたＣＯ２は、得られる多孔性材料が、望ましくない影
響を受けてしまう程にゲル化を強く妨げてはならない。成分（ａ１）～（ａ３）の全質量
に対する水含有量の、（ここでの）上述した好ましい上限は、好ましくは３０質量％以下
、特に好ましくは２５質量％以下、特に２０質量％以下である。この範囲の水含有量は、
ゲル化を行う上で、残留する水を乾燥によって複雑な態様で除去する必要がないという長
所をもたらす。
【００９９】
　成分（ａ３）として水が使用される場合、水の使用されることが好ましい量は、成分（
ａ１）～（ａ３）の全質量を１００質量％として、０．１～３０質量％、特に０．２～２
５質量％、特に好ましくは０．５～２０質量％である。
【０１００】
　水の好ましい量は、上述した範囲内で、触媒（ａ４）が使用されるか否かに依存する。
【０１０１】
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　水の使用が含まれる第１の実施の形態では、成分（ａ１）～（ａ３）の反応は、触媒（
ａ４）が存在することなく行われる。この第１の実施の形態では、成分（ａ１）～（ａ３
）の全質量を１００質量％として、５～３０質量％、特に６～２５質量％、特に好ましく
は８～２０質量％の水が成分（ａ３）として使用されることが有利である。
【０１０２】
　この第１の実施の形態の範囲内で、上述した成分（ａ１）～（ａ３）は、成分（ａ１）
～（ａ３）の全質量に対して、次の割合で使用されることが好ましい：４０～９４．９質
量％、特に５５～９３．５質量％、特に好ましくは６８～９０質量％の成分（ａ１）、０
．１～３０質量％、特に０．５～２０質量％、特に好ましくは２～１２質量％の多官能性
芳香族アミン（ａ２）、及び５～３０質量％、特に６～２５質量％、特に好ましくは８～
２０質量％の水（ａ３）。
【０１０３】
　水分含有量、及び成分（ａ１）の反応性イソシアネート基の含有量から、アミノ基の計
算上の含有量が得られ、これは、水の成分（ａ１）のイソシアネート基との完全な反応（
この反応で、アミノ基の対応する量が形成される）から出発し、そしてこの含有量を、成
分（ａ２）から得られた含有量に加えること（全体ｎａｍｉｎｅ）によって行われる。理
論上形成され、及び使用されるアミノ基に対する、理論上残っているＮＣＯ基の割合ｎＮ

ＣＯの得られる使用割合は、以降、理論使用割合ｎＮＣＯ／ｎａｍｉｎｅと称され、及び
これは当量割合、すなわち特定の官能基のモル割合である。
【０１０４】
　上述した第１の変形例の範囲内で、理論使用割合（当量割合）ｎＮＣＯ／ｎａｍｉｎｅ

は、広い範囲内で変化させることができ、及び特に０．６～５の範囲で変化させることが
できる。ｎＮＣＯ／ｎａｍｉｎｅは、好ましくは１～１．６、特に１．１～１．４である
。
【０１０５】
　水の使用を含む、第２の好ましい実施の形態では、成分（ａ１）～（ａ３）の反応は、
触媒（ａ４）の存在下に行われる。この第２の実施の形態では、それぞれ成分（ａ１）～
（ａ３）の合計質量を１００質量％として、０．１～１５質量％、特に０．２～１５質量
％、特に好ましくは０．５～１２質量％の水を使用することが有利であることがわかった
。上述した範囲内では、得られる多孔性材料の特に望ましい機械的特性（この特性は、特
に良好なネットワーク構造に基づく）が得られる。水の高い量は、ネットワーク構造に消
極的（ネガティブ）に作用し、及び多孔性材料の特性に関しては不利である。
【０１０６】
　好ましい第２の変形例の範囲内では、上述した成分（ａ１）～（ａ３）は、好ましくは
、それぞれ成分（ａ１）～（ａ３）の合計質量を１００質量％として、次の割合で使用さ
れる：成分（ａ１）が、５５～９９．８質量％、特に６５～９９．３質量％、特に好まし
くは７６～９７．５質量％、多官能性芳香族アミン（ａ２）が、０．１～３０質量％、特
に０．５～２０質量％、特に好ましくは２～１２質量％、及び水（ａ３）が、０．１～１
５質量％、特に０．２～１５質量％、特に好ましくは０．５～１２質量％。
【０１０７】
　上述した第２の変形例に従い、理論使用割合（当量割合）ｎＮＣＯ／ｎａｍｉｎｅは、
好ましくは１．０１～５である。特に好ましくは、上述した当量割合は、１．１～３、特
に１．１～２である。ｎａｍｉｎｅに対するｎＮＣＯの過剰量は、この実施の形態では、
多孔性材料、特にキセロゲルの、溶媒の除去における、及び触媒（ａ４）との相互作用に
よる収縮の低下をもたらし、改良されたネットワーク構造、及び得られる多孔性材料の改
良された特性をもたらす。
【０１０８】
　上述した第２の実施の形態では、工程（ａ）に従う反応は、水の不存在下に行われる。
この好ましい実施の形態に範囲内で、上述した成分（ａ１）及び（ａ２）は、好ましくは
、それぞれ成分（ａ１）及び（ａ２）の合計質量を１００質量％として、次の割合で使用
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される：成分（ａ１）が、２０～８０質量％、特に２５～７５質量％、特に好ましくは３
５～６８質量％、成分（ａ２）が、２０～８０質量％、特に２５～７５質量％、特に好ま
しくは３２～６５質量％；（ａ３）無し。
【０１０９】
　上述した実施の形態の範囲内で、理論使用割合（当量割合）ｎＮＣＯ／ｎａｍｉｎｅは
、好ましくは１．０１～５である。特に好ましくは、上述した当量割合は、１．１～３、
特に１．１～２である。この実施の形態でも、ｎａｍｉｎｅに対するｎＮＣＯの過剰量は
、多孔性材料、特にキセロゲルの、溶媒の除去における、及び触媒（ａ４）との相互作用
による収縮の低下をもたらし、改良されたネットワーク構造、及び得られる多孔性材料の
改良された特性をもたらす。
【０１１０】
　以降、成分（ａ１）～（ａ３）を一緒にして、有機ゲル前駆体（Ａ）と称する。
【０１１１】
　触媒（ａ４）
　好ましい一実施の形態では、本発明に従う方法は好ましくは、成分（ａ４）として少な
くとも１種の触媒の存在下に行われる。
【０１１２】
　触媒として原則として、当業者にとって公知の全ての触媒が含まれ、この触媒は、イソ
シアネートの三量化（いわゆる三量化触媒）、及び／又はイソシアネートとアミノ基との
反応（いわゆるゲル触媒）、及び／又は－水が使用される場合には－イソシアネートと水
との反応（いわゆる発泡触媒）を促進するものである。
【０１１３】
　対応する触媒は、それ自体公知であり、及び上述した反応について異なる特性を示す。
これらの特性に従い、これらの１種以上のタイプを割り当てることができる。ここで、こ
の技術分野の当業者は、上述した反応以外の反応も発生可能であることを知っている。
【０１１４】
　対応する触媒は特に、そのゲル化の発泡化に対する割合によって特徴化され、このこと
は例えばＰｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅ，３．Ａｕｆｌａｇｅ，Ｇ．Ｏｅｒｔｅｌ，Ｈａｎｓ
ｅｒ Ｖｅｒｌａｇ，Ｍｕｎｃｈｅｎ，１９９３，第１０４～１１０頁から公知である。
【０１１５】
　成分（ａ３）、すなわち水が使用されない場合には、好ましい触媒は、三量化について
相当な活性を示す。このことは、ネットワーク構造の均質化に有利な影響を及ぼし、特に
有利な機械的特性が得られる。
【０１１６】
　水が成分（ａ３）として使用される場合、好ましい触媒（ａ４）は、バランスのとれた
ゲル化－に対する発泡化の割合を示し、これにより、成分（ａ１）の水に対する反応が加
速され過ぎることなく、及びネットワーク構造の消極的な影響がもたらされ、及び同時に
短いゲル化時間が得られ、離型時間が有利に短縮化される。好ましい触媒は同時に、三量
化に関して相当な活性を示す。これにより、ネットワーク構造の均質化が有利に影響され
、特に有利な機械的特性が得られる。
【０１１７】
　触媒はモノマー単位（組み込み可能な触媒）であって良く、又は組み込み不可能であっ
ても良い。
【０１１８】
　成分（ａ４）は、目的に従って、有効な最少量で使用される。好ましい使用は、成分（
ａ１）、（ａ２）及び（ａ３）を全体で１００質量部として、成分（ａ４）が、０．０１
～５質量部、特に０．１～３質量部、特に好ましくは０．２～２．５質量部である。
【０１１９】
　成分（ａ４）の範囲内で、好ましい触媒は、第１級、第２級、及び第３級アミン、トリ
アジン誘導体、有機金属化合物、金属キレート、第４級アンモニウム塩、アンモニウムヒ
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ドロキシド、及びアルカリ金属、及びアルカリ土類金属ヒドロキシド、アルコキシド、及
びカルボキシレートから成る群から選ばれる。
【０１２０】
　適切な触媒は、特に強塩基、例えば第４級アンモニウムヒドロキシド、例えばアルキル
基に１～４個のＣを有するテトラアルキルアンモニムヒドロキシド、及びベンジルトリメ
チルアンモニウムヒドロキシド、アルカリ金属ヒドロキシド、例えばカリウム－又はナト
リウムヒドロキシド、及びアルカリ金属アルコキシド、例えばナトリウムメトキシド、カ
リウムエトキシド、及びナトリウムエトキシド、及びカリウムイソプロキシドである。
【０１２１】
　適切な触媒はまた特に、カルボン酸のアルカリ金属塩、例えばカリウムフォルメート、
ナトリムアセテート、カリウムアセテート、カリウム２－エチルヘキサノエート、カリウ
ムアジペート、及びナトリウムベンゾエート、８～２０個、特に１０～２０個の炭素原子
を有し、及び任意に側部ＯＨ基を有する長鎖脂肪酸のアルカリ金属塩でもある。
【０１２２】
　適切な触媒は特に、Ｎ－ヒドロキシアルキル第４級アンモニウムカルボキシレート、例
えばトリメチルヒドロキシプロピルアンモニウムフォルメートである。
【０１２３】
　有機金属化合物は特にゲル触媒として、この技術分野の当業者にとって公知であり、そ
して触媒（ａ４）としても同様に適切である。有機スズ化合物（ａ４）、例えばスズ２－
エチルヘキサノエート及びジブチルスズジラウレートが成分（ａ４）の範囲内で好ましい
。更に、金属－アセチルアセトネート、特に亜鉛アセチルアセトネートが好ましい。
【０１２４】
　第３級アミン（第３アミン）は、ゲル化触媒として、及び三量化触媒として公知である
。第３級アミンは、触媒（ａ４）として特に好ましい。好ましい第３級アミンは特に、Ｎ
，Ｎ－ジメチルベンジルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルピペラジン、Ｎ，Ｎ－ジメチルシクロ
ヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリス（ジアルキルアミノアルキル）－ｓ－ヘキサヒ
ドロトリアジン、例えばＮ，Ｎ’，Ｎ”－トリス（ジメチルアミノプロピル）－ｓ－ヘキ
サヒドロトリアジン、トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール、ビス（２－ジメチル
アミノエチル）エーテル、Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ－ペンタメチルジエチレントリアミン、メ
チルイミダゾール、ジメチルイミダゾール、ジメチルベンジルアミン、１，６－ジアザビ
シクロ［５．４．０］ウンデク－７－エン、トリメチルアミン、トリエチレンジアミン（
ＩＵＰＡＣ：１，４－ジアザビシクロ[２．２．２]オクタン）、ジメチルアミノエタノー
ルアミン、ジメチルアミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエトキシエタノール
、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアミノエチルエタノールアミン、トリエタノールアミン、ジエ
タノールアミン、トリイソプロパノールアミン、及びジイソプロパノールアミンである。
【０１２５】
　成分（ａ４）の範囲内で、特に好ましい触媒は、Ｎ，Ｎ－ジメチルシクロヘキシルアミ
ン、ビス（２－ジメチルアミノエチル）エーテル、Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ－ペンタメチルジ
エチレントリアミン、メチルイミダゾール、ジメチルイミダゾール、ジメチルベンジルア
ミン、１，６－ジアザビシクロ［５．４．０］ウンデク－７－エン、トリス（ジメチルア
ミノプロピル）ヘキサヒドロトリアジン、トリエチルアミン、トリス（ジメチルアミノメ
チル）フェノール、トリエチレンジアミン（ジアザビシクロ[２．２．２]オクタン）、ジ
メチルアミノエタノールアミン、ジメチルアミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミ
ノエトキシエタノール、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアミノエチルエタノールアミン、トリエ
タノールアミン、ジエタノールアミン、トリイソプロパノールアミン、ジイソプロパノー
ルアミン、金属アセチルアセトネート、アンモニウムエチルヘキサノエート、及び金属イ
オンエチルヘキサノエートから成る群から選ばれる。
【０１２６】
　本発明の範囲内で好ましい触媒の使用は、機械的特性が改良された、特に圧縮強さが改
良された多孔性材料をもたらす。触媒（ａ４）を使用することにより、ゲル化時間が短縮
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され、すなわち、他の特性に不利な影響を及ぼすことなくゲル化反応が加速される。
【０１２７】
　溶媒
　本発明に従い使用される有機エーロゲル、又はキセロゲルの製造は、溶媒の存在下に行
われる。
【０１２８】
　溶媒という用語は、本発明の範囲内で、液体希釈剤、すなわち狭い意味での溶媒及び分
散材をも含む。混合物は、特に、本当の溶液、コロイド状溶液、又は分散物、例えば乳濁
液、又は懸濁液であることができる。混合物は好ましくは、本当の溶液である。溶媒は。
工程（ａ）の条件下では、液状の化合物、好ましくは有機溶媒である。
【０１２９】
　溶媒としては原則として、有機化合物、又は複数種の化合物の混合物が含まれ、ここで
溶媒は、混合物が供給される温度－及び圧力条件（簡略化して溶液条件）下では液体であ
る。溶媒の組成は、有機ゲル前駆体を溶解させるか、又は分散させる、好ましくは溶解さ
せることが可能であるように選ばれる。有機エーロゲル、又は有機キセロゲルを製造する
ための、上述した好ましい方法の範囲内で、好ましい溶媒は、有機ゲル前駆体（Ａ）のた
めの溶媒であり、すなわち、有機ゲル前駆体（Ａ）が反応条件下で完全に溶解するもので
ある。
【０１３０】
　溶媒の存在下で反応が行われた反応生成物は、第一にゲル、すなわち溶媒によって膨張
する（ふやける）粘性の化学的ネットワークである。形成されたネットワークのための良
好な膨張剤である溶媒は通常、微細な孔及び小さな平均孔径を有するネットワークをもた
らし、これに対して、得られるゲルに対して劣悪な膨張剤になる溶媒は通常、大きな平孔
径を有する粗いネットワークをもたらす。
【０１３１】
　従って溶媒の選択は、目標とする孔径分布、及び目標とする多孔度に影響を及ぼす。更
に溶媒の選択は通常、本発明に従う方法の工程（ａ）の間、又は後に、沈殿する反応生成
物の形成によって、沈殿又は凝降が（ほとんど）発生しないように行われる。
【０１３２】
　適切な溶媒の選択において沈殿する反応生成物の割合は、混合物の全質量に対して、通
常１質量％未満である。所定の溶媒内で形成された沈殿生成物は、ゲル化点に到達する前
に、適切なフィルターを通して反応混合物を濾過することにより、重量測定的に測定する
ことができる。
【０１３３】
　溶媒として、イソシアネートに基づくポリマーのための、従来技術から公知の溶媒が含
まれる。ここで好ましい溶媒は、成分（ａ１）、（ａ２）及び場合により（ａ３）のため
の溶媒、すなわち成分（ａ１）、（ａ２）及び場合により（ａ３）の成分が、反応条件下
に実質的に完全に溶解するものである。好ましいものは、成分（ａ１）に対して不活性な
もの、すなわち反応しないものである。
【０１３４】
　溶媒として例えば、ケトン、アルデヒド、アルキルアルカノエート、アミド、例えばホ
ルムアルデヒド、及びＮ－メチルピロリドン、スルホキシド、例えばジメチルスルホキシ
ド、脂肪族、及び脂環式ハロゲン化炭化水素、ハロゲン化芳香族化合物、及びフッ素化エ
ーテルが含まれる。同様に、上述した化合物の２種以上の混合物も含まれる。
【０１３５】
　更に、アセタール、特にジエトキシメタン、ジメトキシメタン及び１，３－ジオキソラ
ンが溶媒として含まれる。
【０１３６】
　ジアルキルエーテル及び環式エーテルも、溶媒として同様に適切である。好ましいジア
ルキルエーテルは特に、２～６個の炭素原子を有するもの、特にメチル－エチルエーテル
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、ジエチルエーテル、メチル－プロピルエーテル、メチル－イソプロピルエーテル、プロ
ピル－エチルエーテル、エエチル－イソプロピル－エーテル、ジプロピル－エーテル、プ
ロピル－イソプロピル－エーテル、ジイソプロピル－エーテル、メチル－ブチル－エーテ
ル、メチル－イソブチル－エーテル、メチル－ｔ－ブチル－エーテル、エチル－ｎ－ブチ
ル－エーテル、エチル－イソブチル－エーテル、及びエチル－ｔ－ブチル－エーテルであ
る。好ましい環式－テルは特に、テトラヒドロフラン、ジオキサン、及びテトラヒドロピ
ランである。
【０１３７】
　溶媒として更に、アルキルアルカノエート、特に、メチルフォルメート、メチルアセテ
ート、エチルフォルメート、ブチルアセテート、及びエチルアセテートが含まれる。好ま
しいハロゲン化溶媒は、ＷＯ００／２４７９９、第４頁、第１２行目～第５頁第４行目に
記載されている。
【０１３８】
　アルデヒド、及び／又はケトンが溶媒として好ましい。溶媒として適切なアルデヒド、
又はケトンは特に、一般式Ｒ２－（ＣＯ）－Ｒ１に相当するもので、ここで、上記式中、
Ｒ１及びＲ２は、水素、及び１、２、３又は４個の炭素原子を有するアルキル基である。
適切なアルデヒド又はケトンは特に、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ｎ－ブ
チルアルデヒド、イソブチルアルデヒド、２－エチルブチルアルデヒド、バレルアルデヒ
ド、イソペントアルデヒド、２－メチルペントアルデヒド、２－エチルヘキサアルデヒド
、アクロライン、メタクロライン、クロトンアルデヒド、フルフラル、アクロライン二量
体、メタクロライン二量体、１，２，３，６－テトラヒドロベンズアルデヒド、６－メチ
ル－３－シクロヘキセンアルデヒド、シアンアセトアルデヒド、エチルグリコキシレート
、ベンズアルデヒド、アセトン、ジエチルケトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチ
ルケトン、メチル－ｎ－ブチルケトン、エチルイソプロピルケトン、２－アセチルフラン
、２－メトキシ－４－メトキシペンタン－２－オン、シクロヘキサノン及びアセトフェノ
ンである。上述したアルデヒド及びケトンは、混合物の状態で使用することもできる。置
換基１つにつき３個以下の炭素原子を有するアルキル基を有するケトン及びアルデヒドが
、溶媒として特に好ましい。極めて好ましくは一般式Ｒ１（ＣＯ）Ｒ２のケトンであり、
ここでＲ１及びＲ２は、相互に独立して、１～３個のＣ‐原子を有するアルキル基から選
ばれる。好ましい第１の実施の形態では、ケトンはアセトンである。更なる好ましい実施
の形態では、両方の置換基Ｒ１及び／又はＲ２の少なくとも１つは、少なくとも２個の炭
素原子を有するアルキル基、特にメチルエチルケトンを含む。上述した特に好ましいケト
ンを、本発明の方法で組合せ使用することにより、平均孔径が特に小さい多孔性の材料が
得られる。得られるゲルの多孔性構造は、上述した特に好ましいケトンの高い親和性のた
めに、特に細孔性であると考えられるが、これにより何ら限定がなされるものではない。
【０１３９】
　多くの場合において、上述した溶媒から選ばれる、相互に完全に混合可能な２種以上の
化合物を。混合物の状態で使用することにより特に適切な溶媒が得られる。
【０１４０】
　工程（ｂ）での乾燥で大きく収縮しない十分に安定したゲルを工程（ａ）で得るために
、成分（ａ１）～（ａ３）の部分は、成分（ａ１）～（ａ３）及び溶媒の全質量を１００
質量％として通常、５質量％以上である。成分（ａ１）～（ａ３）の部分は、成分（ａ１
）～（ａ３）及び溶媒の全質量を１００質量％として、好ましくは少なくとも６質量％、
特に好ましくは少なくとも８質量％、特に少なくとも１０質量％である。
【０１４１】
　一方で、上述した混合物中の成分（ａ１）～（ａ３）の濃度は、高い範囲には選ばれな
い。この理由は、そうでなければ、良好な特性を有する多孔性材料が得られないからであ
る。成分（ａ１）～（ａ３）の部分は、成分（ａ１）～（ａ３）及び溶媒の全質量を１０
０質量％として通常、４０質量％以下である。成分（ａ１）～（ａ３）の部分は、成分（
ａ１）～（ａ３）及び溶媒の全質量を１００質量％として、好ましくは３５質量％以下、
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特に好ましくは２５質量％以下、特に２０質量％以下である。
【０１４２】
　成分（ａ１）～（ａ３）の質量割合は、成分（ａ１）～（ａ３）及び溶媒の全質量を１
００質量％として、全体で好ましくは、８～２５質量％、特に１０～２０質量％、特に好
ましくは１２～１８質量％である。上述した範囲での使用する量を遵守することによって
、特に良好な孔構造、低い熱伝導度、及び乾燥における少ない収縮を有する多孔性材料が
得られる。
【０１４３】
　本発明に従う方法の工程（ａ）に従う反応の前に、好ましくは、成分（ａ１）、（ａ２
）、場合により（ａ３）及び場合により（ａ４）及び場合により溶媒の供給が行われる。
【０１４４】
　好ましくは、（一方では）成分（ａ１）、及び（ａ２）及び場合により（ａ３）及び場
合により（ａ４）（他方では）は、それぞれ溶媒の適切な部分量中に分けて準備される。
この分けられた状態の準備は、混合の前、及び混合の間の操作について、最適な制御を可
能とする。
【０１４５】
　水が成分（ａ３）として使用される場合、成分（ａ３）は特に好ましくは成分（ａ１）
とは分けて準備される。これにより、水と成分（ａ１）とが、成分（ａ２）の不存在下に
ネットワークを形成しつつ反応することが回避される。他方において、水と成分（ａ１）
との事前混合は、孔構造の均一性、及び得られる材料の熱伝導度について、好ましい特性
を低下させる。
【０１４６】
　工程（ａ）を行う前に準備される混合物、又は複数の混合物は更に通常、この技術分野
の当業者にとって公知の助剤を更なる成分として含むことができる。このようなものは例
えば、表面活性剤、核形成剤、酸化安定剤、スライディング及び脱型剤、染料及び顔料、
（例えば加水分解、光、熱、又は変色に対する）安定剤、無機、及び／又は有機充填剤、
補強剤、及び殺生物剤を含む。
【０１４７】
　上述した助剤－、及び添加剤のより詳細な記載は、専門文献、例えばＰｌａｓｔｉｃｓ
 Ａｄｄｉｔｉｖｅ Ｈａｎｄｂｏｏｋ，５ｔｈ ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｈ．Ｚｗｅｉｆｅｌ，
ｅｄ．Ｈａｎｓｅｒ Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ，Ｍｕｎｃｈｅｎ，２００１，１０４－１２
７に見出すことができる。
【０１４８】
　好ましい方法の工程（ａ）に従う反応を行うために、第１に、工程（ａ）に従う反応の
前に準備される成分の均一な混合物を製造する必要がある。
【０１４９】
　工程（ａ）の範囲内で反応（変換）される成分の準備は通常の態様で行うことができる
。このために好ましくは、（良好で迅速な攪拌を行うために）攪拌器、又は他の混合装置
が使用される。（混合の欠陥を回避するための）均一な混合物を製造するために必要とさ
れる期間は、ゲルが少なくとも部分的に形成される期間と比較して短い。他の混合条件は
通常、重要ではない。例えば、０～１００℃、及び０．１～１０バール（絶対圧）、特に
室温及び大気圧で混合することができる。均一な混合物を満足に製造した後、混合装置は
好ましくはスイッチオフされる。
【０１５０】
　ゲル化反応は、重付加反応、特にイソシアネート基とアミノ基の重付加である。
【０１５１】
　ゲルは、液体（いわゆるソルボゲル又はリオゲル、ないしは液体としての水と一緒：ア
クアゲル又はヒドロゲル）と接触しているポリマーに基づく架橋された系であると理解さ
れる。ここで、ポリマー相は、連続的な空間的（三次元的）ネットワークを形成する。
【０１５２】
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　工程（ａ）の範囲内で、ゲルは通常、放置することにより、例えば内部に混合物が存在
する容器、反応容器、又は反応器（以降、ゲル化装置と称する）をそのままにしておくこ
とにより発生する。好ましくは、ゲル化（ゲル形成）の間にゲル混合物は、もはや攪拌さ
れず、又は混合されない。この理由は、ゲルの形成が妨げられるからである。ゲル化の間
、混合物に覆いをかぶせるか、又はゲル化装置をしまいこむことが有利であることがわか
った。
【０１５３】
　ゲル化はこの技術分野の当業者にとって、それ自体は公知であり、及び例えばＷＯ２０
０９／０２７３１０、第２１頁、第１９行目～第２３頁、第１３行目に記載されている。
【０１５４】
　好ましい方法の範囲内で、工程（ｂ）の範囲で溶媒が除去される（乾燥）。基本的に乾
燥は、超臨界条件で、好ましくは溶媒をＣＯ２又は超臨界条件での乾燥の目的に適した他
の溶媒に置き換えた後に考慮される（任意のものである）。このような乾燥は、この技術
分野の当業者にとって公知である。超臨界条件は、分離される液相が、超臨界状態に置か
れる温度と圧力を示す。これにより、溶媒の除去におけるゲル体の収縮が、低減される。
超臨界条件での乾燥で得られた材料は、エーロゲルと称される。
【０１５５】
　得られたゲルを、ゲル内に含まれる液体を、ゲル内に含まれる液体の臨界温度と臨界圧
力未満の温度と圧力でガス状状態にすることで乾燥させることも、単純な工程という観点
からは当然、好ましい。
【０１５６】
　好ましくは、得られたゲルの乾燥は、溶媒を、溶媒の臨界温度未満及び臨界圧力未満の
温度と圧力でガス状状態にすることによって行われる。これにより、乾燥は、反応時に存
在した溶媒を、（更なる溶媒と事前に置き換えことなく）除去することによって行われる
。対応する方法は、この技術分野の当業者にとって公知であり、及びＷＯ－２００９／０
２７３１０、第２６頁、第２２行目～第２８行目、第３６行目に記載されている。
【０１５７】
　本発明に従い使用される有機エーロゲル、又はキセロゲルは種々の態様で、本発明に従
う装置の、一貫して排気される領域に組み込まれることができる。
【０１５８】
　有機エーロゲル、又は有機キセロゲルは例えば、ＥＰ－Ａ１１１５５８３３．４に記載
されているように、微細化された粉に変換することができる。次に、粉を一貫して排気可
能な領域内に吹き込むことができ、又は例えばＷＯ２００４／０１００４２に記載されて
いるように、所定の開口部を介して導入することができる。
【０１５９】
　この替りに、ケセロゲルをなお液体状態、すなわち完全に硬化する前に、一貫して排気
可能な領域（例えば、後に装置内で一貫して排気可能な領域を形成する構造部分に）に導
入することができる。その個所で、ゲルを硬化させることができ、そして上述したように
溶媒が除去される。
【０１６０】
　本発明に従い使用されるエーロゲル又はキセロゲルの本発明に従う更なる好ましい変形
例は、以下の工程を有している：（ｉ）有機エーロゲル又はキセロゲルを成形体、すなわ
ち事前成形された部分として用意する工程、次に（ｉｉ）成形体を後の本発明に従う装置
の部分によって囲む（仕立てる：altering）工程。この部分は特に、本発明に従う装置の
モジュール構造部分、特に（本発明に従う装置内で、一貫して排気される領域を取り囲む
）合成物質（樹脂）でできた構造部分である。換言すれば：本発明に従う装置、又は（後
の装置の）一貫して排気される領域を含むモジュール部分、例えば装置のハウジング、及
び／又は装置の側壁、又はドアは、事前成形された有機エーロゲル、又はキセロゲルの回
りに構築される。
【０１６１】
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　本発明の対象は更に、上述した有機エーロゲル又は有機キセロゲルを、（一貫して排気
可能な領域に加え、一貫して排気可能な領域によって周囲温度に対して温度的に絶縁され
ている温度調節可能な利用領域を有する）装置内の一貫して排気可能な領域内に使用する
方法であって、一貫して排気可能な領域が、（多孔性、及び／又はセル状の絶縁材料によ
って装置内を占めている）全体積の少なくとも３０体積％を構成している。
【０１６２】
　実施例
　熱伝導度（熱伝導率）を２３℃で、２－プレート装置を使用して測定した。ここで、中
央の円盤状の金属板が制御下に加熱された。これを両面において、厚さがわかっている２
つの同じサンプルで囲んだ。サンプルの外側面を温度的に制御された放熱板に繋いだ。サ
ンプルに一定した温度勾配が形成されるように、（閉じたループ下で）熱的な挙動を制御
した。加熱板に導入された電気エネルギーを熱として、両方のサンプルを通して対称的に
流した。一次元的な熱の流れを保証するために、中央の加熱板を２枚の同心の保護リング
で囲み、保護リングは中央の板と同じ温度に維持された。
【０１６３】
　キセロゲルを製造するために、以下の化合物を使用した：
　オリゴマーＭＤＩ（Ｌｕｐｒａｎａｔ（登録商標）Ｍ５０）で、ＡＳＴＭ Ｄ－５１５
５－９６Ａに従うＮＣＯ含有量が１００ｇにつき３１．５ｇ、官能価が２．８～２．９の
範囲、及びＤＩＮ５３０１８に従う粘度が、２５℃で５５０ｍＰａ・ｓのもの（以降「化
合物Ｍ５０」）。
【０１６４】
　３，３’，５，５’－テトラエチル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン（以降「Ｍ
ＤＥＡ」）
　触媒：トリエタノールアミン
　実施例１
　２７００ｍＬの２３、４質量％の、アセトン中化合物Ｍ５０の溶液を、（１．８質量％
のＭＤＥＡ、０．９質量％のトリエタノールアミン、及び１２００ｇの水を含んでいる）
２７００ｍＬのアセトン溶液と混合した。透明で低粘性の混合物が得られた。この混合物
を室温で２４時間、硬化のために保持した。次に、７日間にわたり２０℃で乾燥させて液
体（アセトン）を除去した。得られた材料は、密度が１３０ｇ／Ｌであった。
【０１６５】
　圧力に依存した熱伝導率を、長さが３２０ｍｍ、及び幅が４５０ｍｍ、厚さが２５ｍｍ
の試験体を使用して測定した。表１に結果をまとめて示した。
【０１６６】
【表１】

【０１６７】
　実施例２（比較例）
　実施例２で、ポリウレタンに基づく断熱性硬質フォームを製造し、及び実施例１と比較
した。
【０１６８】
　ポリウレタンフォームを製造するために、以下の化合物を使用した：
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　ポリオールＡ：スクロース、グリセロール、及びプロピレンオキシドから形成されたポ
リエーテルアルコール、ヒドロキシル価４９０
　ポリオールＢ：プロピレングリコール、及びプロピレンオキシドから形成されたポリエ
ーテルアルコール、ヒドロキシル価１０５
　ポリオールＣ：プロピレングリコール、及びプロピレンオキシドから形成されたポリエ
ーテルアルコール、ヒドロキシル価２５０
　添加剤１：Ｔｅｇｏｓｔａｂ（登録商標）Ｂ８８７０（Ｅｖｏｎｉｋ社からのシリコー
ン安定剤）
　添加剤２：Ｏｒｔｅｇｏｌ（登録商標）５０１（Ｅｖｏｎｉｋ社からのセル開口界面活
性剤）
　触媒１：Ｐｏｌｙｃａｔ（登録商標）５８（Ａｉｒ Ｐｒｏｄｕｃｔｓ社からの第３級
アミン）
　触媒２：エチレングリコール中カリウムアセテート（ＢＡＳＦ）
　ＡＳＴＭ Ｄ－５１５５－９６Ａに従うＮＣＯ含有量が１００ｇ中３１．４ｇ、官能価
の範囲が約２．９、及びＤＩＮ５３０１８に従う２５℃での粘度が６５０ｍＰａ．ｓのオ
リゴマーＭＤＩ（Ｌｕｐｒａｎａｔ（登録商標）Ｍ７０）（以降、「化合物Ｍ７０」と称
する）
　上述した原料から、混合によってポリオール成分を製造し、そしてイソシアネート（化
合物Ｍ７０）と反応させた。使用した材料の量を表に示した。混合を混合ヘッド内で行っ
た。反応混合物を辺長が４１８×７００×４５５ｍｍの実験室成形型に排出し、そしてそ
の中で硬化させた。
【０１６９】
【表２】

【０１７０】
　このようにして得られた硬質フォームから、及びキセロゲルから、１９×１９×２ｃｍ
の寸法の試験体（サンプル）を切り取り、ガス漏れのないフィルムに包み、そして０．１
ミリバール未満の圧力に排気した後に、これを溶接した。ここで、排気時間を測定した（
表３）。
【０１７１】



(25) JP 6177761 B2 2017.8.9

10

【表３】

【０１７２】
　ポリウレアに基づく有機キセロゲルを使用することによって、絶縁材として冷蔵庫に使
用されるＰＵＲ硬質フォームと比較して、熱伝導率が改良された。同時に、排気時間を相
当に短縮することができた。
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